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研究成果の概要（和文）：本研究では、労働組合員の意識調査データを用いて、労働組合活動が活発な企業にお
いて、正社員男女間の男女格差意識が小さくなること、組合活動の中でも男女格差の縮小を目指すような内容の
ものが活発である場合は、実際の男女間賃金格差が小さくなることを示した。また、同じデータを用いて、労働
組合ごとに計算された組合活動レベルに対する組合員の評価の平均値が高いほど、組合員個人のウェルビーイン
グが高くなることが示された。さらに、そもそも労働組合が存在する企業においては、そうでない企業と比べて
30歳正社員総合職の賃金格差が小さくなることや、生産性が高くなることが、内生性を考慮した上で示された。

研究成果の概要（英文）：Using data from a survey of labor union members' attitudes, this study 
showed that awareness of the gender gap between male and female regular employees is smaller in 
companies with more active labor union activities, and that the actual wage difference between male 
and female is smaller when union activities are active that are designed to reduce the gender gap. 
Using the same data, the study also showed that the higher the average of union members' evaluations
 of the level of union activity calculated for each labor union, the higher the individual members' 
wellbeing. Furthermore, it showed that the wage gap among 30-year-old full-time career-track 
employees is smaller in firms where a labor union exists than in firms without such a union, and 
productivity is higher, after taking endogeneity of the labor union existence into account.

研究分野：労働経済学、企業経済学

キーワード： 労働組合　賃金格差　労使コミュニケーション　生産性　人事制度　雇用慣行　労使協議制　企業業績

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で得られた結果は、労働組合活動が実際の企業の人事制度・賃金制度に影響を及ぼしている可能性を示す
ものである。また、従業員のウェルビーイングや企業の生産性を向上させていることも示唆している。以上のこ
とから、我が国において労働組合などを通した労使コミュニケーションを強化させることが、従業員にとって望
ましい賃金制度や人事制度の導入につながる可能性があること、生産性等の企業業績にまで好影響を及ぼしうる
ことがわかった。労働組合のプレゼンスが低下するなか、組合そのものや組合活動の存在意義を考えるうえで、
重要な結果といえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 1990 年代半ば以降日本企業においては、非正規労働者の劇的な増加や成果主義賃金制度の導
入など、人事制度や雇用慣行が大きく変わった。これは外的な経済要因、すなわち長期不況や少
子高齢化などを原因とした日本のマクロ経済的パフォーマンスに対する悲観的な予測、新興国
企業の台頭による競争の激化、金融市場のグローバル化による株主重視型コーポレート・ガバナ
ンスへの変容によってもたらされた。こうした改革は、一部の労働者には大きなチャンスをもた
らしたものの、多くの労働者にとっては雇用や収入の不安定化をもたらすこととなった。 
 
 個々の労働者は株主や経営者と比較して立場が弱いため、集団や組織を形成して対等な立場
での労使コミュニケーションを通じて、自らの主張を行う。我が国の労使コミュニケーションは、
企業別組合と労使協議制がその重要な回路となっていた。労働者側が主張を行うといっても、諸
外国のように必ずしも企業経営者に対する戦闘的な態度を意味するのではなく、労働者は新技
術を受け入れ、QCプログラムを通じて改善提案をするという柔軟な働き方によって職場に参加
し、その結果生産性が向上した場合に発生する利益の分け前を高賃金の形で受け取ることが労
働組合の存在意義であった。また労使協議制も、従業員と経営者が協調的な雰囲気の中で情報交
換し、労働条件について合意に達するための仕組みであり、団体交渉を行う労働組合と並行もし
くはそれに代わるものとして設置された。労働者にとって不利になるような人事制度や雇用慣
行が導入される場合も、こうした仕組みを活用して労働者側が一定の影響力を及ぼすことは可
能であろう。 
 
 ところが、他の先進諸国と同様、我が国でも労働組合のプレゼンスは低下の一途をたどってい
た。厚生労働省「労働組合基礎調査」およびその前身となる各調査からは、労働組合の推定組織
率が戦後の 1949年に 55.8％でピークとなって以来、今日に至るまでほぼ前年割れを繰り返して
おり、2017年には過去最低の 17.1%に落ち込んでいるという状況であった。このような状況下
において、上述した人事制度や雇用慣行の変化や改革について、労働組合や労使協議制を通じた
労使コミュニケーションは、どのような役割を果たしたかを分析することは重要だと考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の主な目的は、①労働組合が既に存在している企業間において、労使コミュニケーショ
ンのあり方の違いが、人事制度改革に影響を及ぼしているかどうか、②さらには改革の成果の違
いを発生させているかどうかについて、労働組合への聞き取り調査ならびに企業データ・従業員
データを接合したデータセットを用いた実証分析を組み合わせたインサイダー・エコノメトリ
クスにより検証することであった。この目的と並行して、そもそも③労働組合が存在することに
よって、賃金制度や人事制度が異なるのかどうか、また④労働組合の存在によって企業の生産性
が異なるのかどうかについても、実証分析によって検討することを目指した。 
 
３．研究の方法 
 ①については、企業内の労使コミュニケーションのあり方として労働組合活動の活発さをと
りあげ、これが人事制度・賃金制度の中でも特に正社員の男女間賃金格差にどのような影響を与
えているかを検証する分析を行った。使用したデータは、公益社団法人国際経済労働研究所によ
る労働組合員の意識調査（組合員総合意識調査「ON・I・ON２」）で、個票データを企業ごとに集
計して企業単位のデータに直して使用した。本調査には労働組合員の組合活動状況に関する質
問が含まれているので、これを企業ごとに集計して、説明変数として用いている。さらに性別・
年齢・学歴・職種・年収、残業時間等の情報も含まれているため、これらから人事制度の在り方
が反映された男女間賃金格差を企業ごとに算出することができ、被説明変数として使用したほ
か、男女間賃金格差に影響を与えると考えられる男女間の属性の違い（職種など）や働き方（残
業時間など）の違いに関するものを統制変数として使用した。②に関しては、今回の研究期間で
は、人事制度改革から改革の成果の違いへの影響に関する分析にまでは至らなかったものの、労
働組合活動の活発さが、従業員のウェルビーイングに与える影響の分析を行うことで、②の前段
階の研究までを実施した。 
 
 ③は共同研究で、東洋経済「CSR 企業総覧」データと日経 NEEDS「Financial QUEST」データを
用いて、30 歳総合職正社員の賃金格差（a.最高賃金・b.平均賃金・c.最低賃金から、a と c、a
と b、bと cの格差の 3種類を算出）を被説明変数とし、労働組合有無のほか、企業統治変数と
して株主構成の変数を使用したパネルデータ分析（ハイブリッドモデル）を行った。④も共同研
究で、経済産業省「企業活動基本調査」パネルデータを用いて、まず生産関数を推定して残差を
取り出し、次にこの残差を企業ごとに期間平均をとったものを被説明変数、労働組合有無を主要
説明変数としたクロスセクション回帰を推定した。③④はいずれも、労働組合有無変数の内生性
を取り除くため、内生的トリートメント効果モデルを用いた推定をあわせて実施した。 
 



４．研究成果 
 ①について得られた結果は以下のとおりである。まず、男女とも職場における男女共同参画を
推進するための職場制度に、自ら積極的に関与したい組合員の比率が高い組合ほど、さらにそう
した制度の実現のために組合を通して関与したい組合員の比率が高い組合ほど、男女間の賃金
格差が小さいという結果を得た。さらに、係数推定値の男女比較から、男性の関与意思がむしろ
重要であることが示唆された。一方で、活動内容を限定しない一般的な組合活動の活発さは、主
観的な男女格差意識を小さくするものの、客観的な男女格差指標である賃金格差には有意な影
響を与えないことが示された。これらの結果は、職場における男女間の格差について、内容にか
かわりなく一般的に組合活動が活発な組織においては、主観的な格差意識を小さくすることに
は寄与するものの、賃金格差のように実際の男女格差を縮小するためには、男女格差の縮小を目
指す活動内容が求められることを意味している。 
 
②は上述の通り、本来の目的達成に至る手前の段階の研究であるが、結果としては労働組合ご
とに計算された組合活動レベルに対する組合員の評価の平均値が高いほど、組合員個人のウェ
ルビーイングが高くなることが示された。この結果は、組合活動レベルへの個人評価と、性別や
年齢などの組合員の個人属性、さらに業種や調査年次をコントロールした式から得られたもの
であり、さらに組合員個人の労働組合への関心の高低を問わず得られるものであった。以上から、
労働組合の存在する企業において、組合活動が活発に行われていることが、そもそも組合員自身
のウェルビーイングに良い影響を与えているのかという問いに対して、肯定的な答えを与える
ものと評価できる。労働組合の影響力が低下し、労働者の企業に対する相対的な交渉力が弱体化
していると言われる現状ではあるが、組合員の活動レベルを引き上げたり、ひいては未組織企業
に組合を広げていったりすることによって、労働者のウェルビーイングを高めていくことにつ
ながることも十分可能であることが示唆される。 

 
 ③に関しては、3つの賃金格差変数のどれを被説明変数として用いても、ほぼ一貫して労働組
合が賃金格差を縮小する効果を持つことがわかった。なおハイブリッドモデルを用いた場合、近
年になるにつれて労働組合の賃金格差縮小効果が低下するという傾向がみられたものの、内生
的トリートメントモデルでサンプル期間を分割して推定した結果では、むしろ後半期間におい
てその効果がわずかに大きいことが示されている。企業統治との関連では、外国法人持株比率が
低い企業において、労働組合の賃金格差縮小効果が概ね強まることから、この効果について外国
法人株主と労働組合とでは代替的な効果を持っていること、反対に金融法人持株比率の高い企
業においては、労働組合の賃金格差縮小効果は概ね強まることから、この効果について外国法人
株主と労働組合とでは補完的な効果を持っていることがわかった。また④に関しては、分析の結
果、労働組合の存在が企業の生産性を高めることがわかった。生産関数として固定効果モデル、
システム GMM モデル、コントロール関数モデルを使用し、ほぼ一貫して上記の結果を得ている。 
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